
趣旨説明・制度説明

令和３年６月２９日（火）

第９回 中部ブロック居住支援に係る勉強会

～福祉支援の現場から住まいの課題を考える～

国土交通省 中部地方整備局 建政部 住宅整備課



③ 住宅確保要配慮者のマッチング・入居支援

② 登録住宅の改修・入居への経済的支援

① 住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅の登録制度

※ 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（住宅セーフティネット法）の⼀部を改正する法律
（平成29年4⽉26⽇公布 10⽉25⽇施⾏）
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宅地建物取引業者
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【新たな住宅セーフティネット制度のイメージ】

国と地⽅公共団体等
による⽀援

① 登録制度② 経済的支援 ③ マッチング・入居支援

新たな住宅セーフティネット制度の概要
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要配慮者に対する入居制限の状況・理由と必要な居住支援策

世帯
属性

⼊居制限の
状況

⼊居制限の理由
（複数回答）

必要な居住⽀援策（複数回答）
●50％以上 ◎40〜49％ ○30〜39％

制限
して
いる

条件
付きで
制限
している

第１位
（％）

第２位
（％）

⼊居を
拒まない
物件の
情報発信

家賃債務
保証の
情報提供

契約
⼿続きの
サポート

⾒守りや
⽣活
⽀援

⼊居
トラブルの
相談対応

⾦銭・
財産
管理

死亡時の
残存家財
処理

⾼齢単⾝
世帯 5％ 39％

孤独死などの
不安(82％)

保証⼈がいない、
保証会社の審査に
通らない (43％)

◎
(49％)

●
(61％)

●
(61％)

⾼齢者
のみの
世帯

3％ 35％
孤独死などの
不安 (60％)

保証⼈がいない
（46％） ○

(32％)
◎

(48％)
●

(58％)
●

(50％)
障がい者
のいる
世帯

4％ 35％
近隣住⺠との
協調性に不安
（52％）

衛⽣⾯や⽕災等の
不安 （28％） ◎

(42%)
○

(32%)
●

(60％)
◎

(48％)

低額所得
世帯 7％ 42％

家賃の⽀払いに
不安 (69％)

保証会社の審査に
通らない(54％)

○
(37％)

●
(61％)

○
(31％)

○
(38％)

○
(37%)

ひとり親
世帯 1％ 14％

家賃の⽀払いに
不安(50％)

保証会社の審査に
通らない(42％)

○
(37%)

●
(52％)

◎
(42％)

○
(35％)

⼦育て
世帯 1％ 9％

近隣住⺠との協
調性に不安
（40％）

家賃の⽀払いに
不安 (34％) ○

(38%)
◎

(43％)
○

(33％)
◎

(47％)

外国⼈
世帯 10％ 48％

異なる習慣や
⾔語への不安
（68％）

近隣住⺠との協調
性に不安(59％) ◎

(43％)
◎

(45％)
◎

(44％)
●

(76％)
国土交通省 住宅建設事業調査「住宅確保要配慮者の居住に関する実態把握及び継続的な居住支援活動等の手法に関する調査・検討業務報告書」（令和2年3月）より

全国の不動産関係団体等会員事業者へアンケート調査（令和元年度実施、回答数１，９８８件）
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居住支援に取り組む理由 ＜福祉関係団体＞
居住支援協議会 調査ワーキング
「居住支援協議会設立・運営の手引き」 p.32
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第９回 中部ブロック居住支援に係る勉強会

趣旨説明

○居住支援クロストーク

テーマ： 『福祉支援の現場から住まいの課題を考える』

居住支援の現場で活躍する３人のゲストによる鼎談。

福祉現場での実践から見えてくる居住支援の必要性や課題、住宅行政・不動産業者と

の連携の可能性などについて語っていただきます。

○ゲスト

公益社団法人 愛知共同住宅協会 理事 杉本 みさ紀 氏

社会福祉法人 長野県社会福祉協議会 中島 将 氏

社会福祉法人 半田市社会福祉協議会 上口 美智代 氏
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